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高めようと考え、年産 30 万トン基準を設定した。しかし、逆に年産 30 万トンが超えられ
なければナフサセンターとしての存続が危ぶまれると考え、石油化学企業側がこの年産 30
万トンを目標として捉えるようになった。そのため、多数の企業が年産 30 万トンのプラン
トを建設し、 「分業体制」 「小規模企業の乱立」 「過当競争体制」という日本の石油化学企業
の弱さの温床を決定的に作り出した。 
  また、橘川(1991)においても、下に示すような類似した記述が為されている 1
 
。 
                                                   
1  橘川武郎「日本企業における企業集団、業界団体および政府：石油化学工業の場合」 （ 『経営史学』第 26




















め、年産 30 万トンプラントの建設ラッシュが起こった。そして、各社の年産 30 万トンエ
チレンプラントが 1969 年から逐次稼動するに及んで、 生産の急速な伸びは国内需要の伸び
をはるかに上回り、著しい需給ギャップを招来した」としている。また、三菱油化の社史





















  事例分析においては、以上の論点が 30 万トン基準という政府規制の場合に成立していた
ことを示す。 多数のエチレン年産 30 万トンプラントへの参入行動が規制の有無に関わらず、
企業にとって合理的な行動であった事が示される。そのような合理的な行動が貫けたのは、
事前に政府規制に対して企業側の働きかけがあったことが示される。企業側の働きかけが、
基準を企業にとって無理のないものに抑える働きをしたものと考えられる。   
 
Ⅲ.事例分析 






  まず、 エチレン年産 30万トン基準制定後多数の企業が年産30万トンプラントを建設が、
それらは市場成長率に基づく合理的な企業行動であると解釈することができる。1960 年
（Year=1）から基準制定の前年(1966 年、Year=7)まで、毎年のエチレン生産量の関数式を
求めると二次関数式に極めて近似し（ 001 . 0 , 30 . 995 , 998 . 0
2 < = = p F R ） 、以下のような
関数式を得た(図 1)。 
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たした拡張が合理的な決定の範囲を逸脱しているとは考えにくい(表 1)。故に、年産 30 万
トン基準がなくとも多数の企業が新増設を行ったであろうと推測できる。 
表 1  実現された設備能力と予測需要・設備能力 
（単位：トン） 
    実現された設備能力
3 85%稼動時必要能力    予測需要量 
1969 年  1963800  2626208  2232277 
1970 年  2413800  3204656  2723958 
1971 年  3616800  3842538  3266158 
1972 年  4213800  4539854  3858876 
1973 年  4813800  5296605  4502114 
                                                   
2  政府試算では、85%稼動を前提に必要とされる設備能力を産出するため、これに従った。 
3  年頭時点での設備能力合計。   6 
  上記の推測とは別に、官民協調懇談会である石油化学協調懇談会も、一連の年産 30 万ト
ンプラントが完成しても、供給過剰にならず、需要に合致もしくは需要に対して不足が生
じるくらいであると推測していた 4。石油化学協調懇談会は、1968 年までの生産量を元に
需要量予測を行った。それらは、1973 年には 484 万トン、1974 年には 549 万トンの需要
があるとの予測を示している 5
また、業界雑誌である『化学経済』も多数の新増設が実現されてもなお需要に満たない





























                                                   
4  化学経済編集部「設備大型化競争の到達点」 『化学経済』1970 年 10 月号，p11-15． 
5  実際のエチレン生産量(1968 年まで)と石油化学協調懇談会による各年の予測需要量の関数式を求めると、
これも二次関数に極めて近似した（ 0001 . 0 , 06 . 2446 , 997 . 0
2 < = = p F R ） 。このことは、当時の業
界関係者も需要の伸びを実際に二次関数として考えていたことも示し、 本研究で先に示された市場成長 （二
次関数に近似）に基づいて企業が行動したという議論とも一致する。 
6  化学経済編集部「動き出した次期エチレン大型化構想」 『化学経済』1970 年 5 月号，p56-63． 
7  一連の年産 30 万トンプラント完成後の更なる増強のことをさす。   7 
は旭化成-日本鉱業である。旭化成-日本鉱業は、基準制定のために、年産 12 万トンから年
産 30 万トンへと計画を拡張させていった。旭化成-日本鉱業は、1966 年 7 月にエチレン年
産 12 万トンの申請を行っていたが、年産 30 万トン基準が制定される直前に新たな基準制
定を見越して年産 20 万トンに修正した。最終的には、旭化成と日本鉱業で共同投資会社山
陽石油化学を設立した上で、 基準制定後に三菱化成との共同投資、 および輪番投資を行い、
両社で年産 30 万トンプラントを二つ（水島エチレン、山陽エチレン）建設した。 
しかし、これ以外の企業では大きな変更は見られなかった。基準を制定する 1967 年以前
に多数の企業から年産20～30万トンクラスのエチレンプラント建設に関する説明がすでに
為されていたのである。三菱油化は 1966 年 9 月に鹿島地区におけるエチレン年産 30 万ト
ン計画を立案しており、同年 11 月には丸善石油化学がエチレン年産 25 万トン計画を申請
したのに続いて、住友化学のエチレン年産 25 万トン、三井石油化学の年産 20 万トン、東








表 2  基準制定による計画変更 
基準制定前      基準制定後 
三菱油化  年産 30 万トン    三菱油化  年産 30 万トン 
化成水島  年産 30 万トン    水島エチレン  年産 30 万トン 
旭化成-日本鉱業  年産 12 万トン    山陽エチレン  年産 30 万トン 
丸善石油化学  年産 25 万トン    丸善石油化学  年産 30 万トン 
住友化学  年産 25 万トン  住友化学  年産 30 万トン 
日本石油化学  年産 25 万トン 
浮島石油化学
8 年産 30 万トン   
三井石油化学  年産 20 万トン   
東燃石油化学  年産 20 万トン    東燃石油化学  年産 30 万トン 
合計  年産 187 万トン      合計  年産 210 万トン 




                                                   
8  日本石油化学と三井石油化学による共同出資。   8 

























通産省はエチレン年産 10 万基準を決定するが、 1962 年 11 月に三井石油化学は千葉計画(年
産 12 万トン)を立案した。また、住友化学工業は、千葉計画(年産 12 万トン)を決めた。ま
た、年産 10 万トンクラスの新規コンビナート計画も活発であった。三井化学工業、東洋高
圧工業の両社は、泉北地区でのエチレン生産（年産 10 万トン）を決め、堺地区では宇部興
産等 10 社による関西石油化学がエチレン生産を計画した（年産 13 万トン） 。昭和電工も八




                                                   






油系有機合成化学工業について」は、日本曹達の事業計画に基づいていた。   9 
第二に、明確な基準が設定されることによって、従来よりも早く、確実に認可を得るこ
とができるようになる。基準の制定以前は、新規の大型設備の認可を得るのに非常に時間











が制定された後、浮島石油化学（三井石油化学と日本石油化学が共同出資）は 1967 年 11































績が 110 万トンであったのに対し、1967 年度 156 万トン、1969 年度 183 万トン、1970 年
度 211 万トン、1971 年度 246 万トンの増加と予測していた。一方、1967 年時点における
既存設備能力と認可済みの能力の合計が年産 190 万トンであったため、85％稼動を前提と
した場合の増設を要する能力は 1971 年で 99 万トンと推定したのであろう。それゆえ、年
産 30 万トン基準を制定すれば 3 社程度の申請があるのみだと考えたと思われる。しかし、
先の事例分析においても述べたように、企業側が二次関数的に需要の伸びを推定するのな
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